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１ 水俣市男女共同参画都市宣言 

 

 

水俣市男女共同参画都市宣言 

 

 私たちは、人と人の心をつなぐ「もやい」の精神のもと、心豊かで安心して暮ら

すことのできる男女共同参画社会の実現を目指し、ここに「男女共同参画都市」を

宣言します。 

 

 一、わたしたちは、男女の性別にとらわれず、一人ひとりの人権を尊重し、自

分らしく生きられるまちをつくります。 

 

一、わたしたちは、男女が共に、対等なパートナーとして協働し、元気で活力

のあるまちをつくります。 

 

 一、わたしたちは、男女が共に、家庭でも仕事でも協力しあい、いきいきと暮

らせるまちをつくります。 

 

 一、わたしたちは、男女が共に、個性と能力を活かして、社会のあらゆる分野

に参画し、魅力あるまちをつくります。 

 

 わたしたちは、男女（みんな）でいきいき・共に輝くまちをつくります。 
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２ 水俣市男女共同参画まちづくり条例 

 

制定：平成１７年９月２２日条例第３５号 
目次 
前文 
第１章 総則（第１条―第９条） 
第２章 男女共同参画社会の形成の促進に関する施策（第１０条―第１９条） 
第３章 水俣市男女共同参画審議会（第２０条―第２７条） 
第４章 雑則（第２８条） 
附則 

 
少子高齢化の進展、経済の成熟化など社会情勢が急速に変化する中にあって、男女が互いにその人権を尊重し

つつ、責任を分かち合い、また、個性と能力を十分に発揮していくことのできる男女共同参画社会の実現は、我
が国の重要な課題となっています。 
水俣市では、水俣病による差別や偏見等、人としての尊厳や地域の連帯感が損なわれた苦い経験を踏まえ、市

民、行政が一体となった「人」と「人」の心をつなぐ「もやい」の精神によるまちづくりをこれまで推進してき
ました。しかし、地域には性別による固定的な役割分担意識を反映した慣行等が根強く残り、そのことが、女性
登用、女性自身の参画意識、女性への暴力その他の問題を引き起こすなど、男女平等、共同参画に関して、まだ
多くの課題を抱えています。本市においても、真の男女平等を実現し、少子高齢社会や過疎化等の地域問題に対
応していくため、男女が共にその役割と責任を担う男女共同参画社会の実現が求められています。 
そこで、市民一人ひとりが活力に満ち、豊かで安心して暮らすことのできる地域を目指し、男女が共に、積極

的にまちづくりへ参画していくため、この条例を制定します。 
第１章 総則 

（目的） 
第１条 この条例は、本市における男女共同参画社会の形成に関する基本理念を定め、市、市民及び事業者の責
務を明らかにするとともに、市が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策について基本となる事
項を定めることにより、男女共同参画社会の形成を総合的かつ計画的に推進することを目的とする。 

（定義） 
第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。 
（１） 男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる
分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益
を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会を形成することをいう。 

（２） 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内において、男
女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。 

（３） 市民 国籍を問わず、市内に在住し、又は市内に通勤、通学するすべての者をいう。 
（４） 事業者 営利又は非営利を問わず、市内において事業活動を行うすべての個人及び法人その他の団体
をいう。 

（５） ドメスティック・バイオレンス 夫婦その他の男女間において、身体的又は精神的な苦痛を与える暴
力的な行為をいう。 

（６） セクシュアル・ハラスメント あらゆる場において、性的な言動により相手方を不快にし、個人の生
活環境を侵害する行為又はその行為を受けた個人の対応により当該個人に不利益を与える行為をいう。 

（基本理念） 
第３条 男女共同参画社会の形成は、次に掲げる男女共同参画社会の形成についての基本理念（以下「基本理念」
という。）に基づき推進されなければならない。 
（１） 男女の人権の尊重 男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が性別による差別的取扱いを
受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保されること及びその他の男女の人権が尊重され
ること。 

（２） 社会における制度又は慣行についての配慮 社会における制度又は慣行が、男女の社会における活動
の選択に対して及ぼす影響をできる限り中立なものとするように配慮されること。 

（３） 政策等の立案及び決定への共同参画 男女が社会の対等な構成員として、市における政策又は事業者
における方針の立案及び決定に共同して参画する機会が確保されること。 

（４） 家庭生活における活動とその他の活動の両立 家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下
に、家事、子の養育、家族の介護その他の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を円滑に
果たし、かつ、家庭生活における活動以外の活動を行うことができるようにすること。 

（５） 国際的協調 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における取組と密接な関係を有していること
にかんがみ、国際的な協調の下に行われること。 

（６） 市、市民及び事業者の協働 市、市民及び事業者の主体的な取組及び相互の連携協力により促進され
ることを旨として、これらの者の協働の下に行われること。 

（実現すべき姿） 
第４条 市、市民及び事業者は、男女共同参画社会の形成に当たっては、基本理念にのっとり、次に掲げる実現
すべき姿の達成に努めるものとする。 
（１） 家庭において実現すべき姿 
ア 家事、子の養育、家族の介護その他の家庭生活における活動が、家族を構成する男女相互の協力により
行われる家庭 
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イ 男女の生涯にわたる健康が保持、増進され、安心かつ安全な暮らしが営まれる家庭 
ウ ドメスティック・バイオレンスがなく、家族がお互いの人権を尊重する家庭 

（２） 職場において実現すべき姿 
ア 男女間において採用、配置、賃金、昇進等のあらゆる格差が存在せず、個人の意欲及び能力が充分に発
揮される職場 

イ 男女が共に育児、介護等に係る休業や休暇を安心して取得でき、家庭生活と職業生活の両立がゆとりを
もって行える職場 

ウ セクシュアル・ハラスメントがなく、安心して従事できる職場 
（３） 地域社会において実現すべき姿 
ア 男女共同参画社会の形成の妨げとなる慣行等にとらわれず、男女が共に意思決定に参画できる地域 
イ 男女が自治会活動等に自ら進んで取り組み、それぞれの役割と責任を対等に果たす地域 

（４） 学校において実現すべき姿 
ア 一人ひとりの個性及び能力を尊重する教育が推進されるとともに、進学や就職に関し、性別にとらわれ
ない指導が行われる学校 

イ 男女が互いの心身を思いやる心を育む教育が推進される学校 
（市の責務） 
第５条 市は、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策（積極的改善措置を含む。以
下同じ。）を総合的に策定し、及び実施しなければならない。 

２ 市は、男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策を策定し、及び実施するに当たっては、男
女共同参画社会の形成に配慮しなければならない。 

（市民の責務） 
第６条 市民は、基本理念にのっとり、家庭、職場、地域、学校その他の社会のあらゆる分野において、男女共
同参画社会の形成が図られるよう努めなければならない。 

（事業者の責務） 
第７条 事業者は、その事業活動を行うに当たっては、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成に努め、
男女が対等に事業活動に参画できる機会を確保し、及び職業生活における活動と他の活動とを両立できる職場
環境を整備するよう努めなければならない。 

（男女共同参画社会の形成を阻害する行為の禁止） 
第８条 何人も、男女共同参画社会の形成を阻害する次に掲げる行為を行ってはならない。 
（１） あらゆる場において、性別を理由とする権利の侵害及び差別的な取扱いを行うこと。 
（２） ドメスティック・バイオレンスを行うこと。 
（３） セクシュアル・ハラスメントを行うこと。 

（公衆に表示する情報に関する表現への配慮） 
第９条 何人も、公衆に表示する情報を発信する場合においては、性別による固定的な役割分担又は女性に対す
る暴力を助長し、又は連想させる表現及び過度の性的表現を行わないよう配慮しなければならない。 

第２章 男女共同参画社会の形成の促進に関する施策 
（男女共同参画計画の策定等） 
第１０条 市長は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、男女共同
参画社会の形成の促進に関する基本的な計画（以下「男女共同参画計画」という。）を定めなければならない。 

２ 市長は、男女共同参画計画を定めるときは、市民の意見を反映させるための措置を講ずるとともに、水俣市
男女共同参画審議会の意見を聴かなければならない。 

３ 市長は、男女共同参画計画を定めたときは、速やかにこれを公表しなければならない。 
４ 前２項の規定は、男女共同参画計画の変更について準用する。 
（市民及び事業者の理解を深めるための措置） 
第１１条 市は、基本理念に関する市民及び事業者の理解を深めるため、啓発活動を行うものとする。 
２ 市は、学校教育及び社会教育を通じ、基本理念に関する市民の理解を深めるため、男女共同参画社会の形成
に関する学習の機会の提供を行うとともに、男女共同参画社会の形成に向けた活動に資するよう、人材育成に
努めるものとする。 

（家庭生活と職業生活等との両立の促進） 
第１２条 市は、家族を構成する男女が共に家庭生活と職業生活等とを両立することができるよう、子の養育、
家族の介護等の家庭における活動に対する支援及び職場の環境づくりの促進等に必要な措置を請ずるものとす
る。 

（農林水産業、商工業等における男女共同参画社会の形成の促進） 
第１３条 市は、農林水産業、商工業等の自営業において、男女が社会の対等な構成員として、経営及びこれに
関連する活動に共同して参画する機会を確保するため、活動の支援、条件の整備等必要な措置を講ずるものと
する。 

（市の附属機関等における積極的改善措置） 
第１４条 市長その他の市の執行機関は、その設置する附属機関等の委員その他の構成員の選任に当たっては、
男女の構成員数について均衡を図り、男女が政策や方針の立案及び決定に共同して参画できる機会を確保する
よう努めるものとする。 

２ 市長その他の市の任命権者は、その職員の登用に当たっては、性別にかかわらず、その能力に応じ均等な機
会を確保するよう努めるものとする。 

（調査研究） 
第１５条 市は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の策定に必要な調査及び研究を行うものとする。 
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（報告） 
第１６条 市長は、男女共同参画社会の形成の状況及び男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況
を明らかにするため、報告書を作成し、公表するものとする。 

（推進体制の整備等） 
第１７条 市は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を推進するため、体制の整備を図るとともに、必
要な法制上及び財政上の措置を行うよう努めるものとする。 

（男女共同参画週間） 
第１８条 市は、市民及び事業者において広く男女共同参画社会の形成についての理解を深めるとともに、男女
共同参画社会の形成に関する活動への積極的な参加を促すため、水俣市男女共同参画週間（以下「男女共同参
画週間」という。）を設けるものとする。 

２ 男女共同参画週間は、１１月２０日を含む１週間とする。 
３ 市は、男女共同参画週間において、その趣旨にふさわしい事業を実施するものとする。 
（苦情又は相談の処理） 
第１９条 市民又は事業者は、市が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策又は男女共同参画社会
の形成に影響を及ぼすと認められる施策について苦情があるときは、市長に申し出ることができる。 

２ 市民は、第８条に掲げる行為を受けた場合は、市長に相談を申し出ることができる。 
３ 市長は、前２項に規定する苦情又は相談について迅速かつ適切に対応する体制を整備するとともに、必要な
場合は関係機関と連携してその処理に努めるものとする。 

第３章 水俣市男女共同参画審議会 
（設置） 
第２０条 男女共同参画社会の形成に関する重要事項を調査審議するため、水俣市男女共同参画審議会（以下「審
議会」という。）を置く。 

（所掌事項） 
第２１条 審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項を調査審議する。 
（１） 第１０条に規定する男女共同参画計画策定に関する事項 
（２） 前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成に関する重要事項 

２ 審議会は、前項各号に掲げる事項について、市長に意見を述べることができる。 
（組織） 
第２２条 審議会は、委員１０人以内で組織し、男女のいずれの委員の数も、委員の総数の１０分の４未満であ
ってはならない。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が任命する。 
（１） 学識経験者 
（２） その他市長が適当と認める者 

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
４ 委員は、再任されることができる。 
（会長及び副会長） 
第２３条 審議会に、会長及び副会長各１人を置く。 
２ 会長及び副会長は、委員の互選によりこれを定める。 
３ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 
４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代行する。 
（会議） 
第２４条 審議会は、会長が招集する。 
２ 審議会は、委員の２分の１以上が出席しなければ会議を開くことができない。 
３ 審議会の議事は、出席委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。 
（専門部会） 
第２５条 審議会は、必要に応じ、専門部会を置くことができる。 
２ 専門部会は、審議会の委員のうち会長が指名する者をもって組織する。 
３ 専門部会に部会長を置き、部会長は会長が指名する。 
（庶務） 
第２６条 審議会の庶務は、総務企画部において処理する。 
．（報酬及び費用弁償） 
第２７条 委員の報酬及び委員が職務を行うために必要な費用の弁償は、別に条例で定める。 

第４章 雑則 
（委任） 
第２８条 この条例に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 
（施行期日） 
１ この条例は、平成１７年１１月１日から施行する。 
（経過措置） 
２ 男女共同参画社会基本法（平成１１年法律第７８号）第１４条第３項の規定により定められた水俣市男女共
同参画推進計画は、第１０条第１項の規定により定められた男女共同参画計画とみなす。 

３ この条例の施行後、第２２条第２項の規定により最初に任命された審議会の委員の任期は、同条第３項の規
定にかかわらず、平成１９年３月３１日までとする。 

（水俣市非常勤職員の報酬及び費用弁償条例の一部改正） 
４ 省略． 
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附 則（平成２８年３月２３日条例第１０号抄） 

（施行期日） 
１ この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成３１年３月１４日条例第３号抄） 
（施行期日） 
１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



45 

 

３ 水俣市男女共同参画社会推進本部設置要綱 

 

制定：平成１３年８月１日訓令第１３号 
（設置） 
第１条 本市における男女共同参画社会の形成に係る計画の策定及び計画の進行管理を行うとともに、男女共同
参画社会形成のための施策を総合的かつ計画的に推進するため、水俣市男女共同参画社会推進本部（以下「推
進本部」という。）を設置する。 

（定義） 
第２条 この要綱において「男女共同参画社会」とは、男女共同参画社会基本法第２条第１号に規定する社会の
ことをいう。 

（所掌事項） 
第３条 推進本部の所掌事務は、次の各号に掲げるとおりとする。 
（１） 男女共同参画社会の形成に係る計画（以下「計画」という。）の策定に関すること。 
（２） 計画に基づく施策の実施及び進行管理に関すること。 
（３） その他男女共同参画社会形成のため必要な事項に関すること。 

（組織） 
第４条 推進本部は、本部長、副本部長及び本部員をもって組織する。 
２ 本部長は、副市長をもって充て、副本部長は、教育長及び総務企画部長をもって充てる。 
３ 本部員は、別表１の者をもって充てる。 
（本部長及び副本部長） 
第５条 本部長は、推進本部を統括する。 
２ 副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故あるとき又は本部長が欠けたときは、その職務を代行する。 
（会議） 
第６条 推進本部の会議は、本部長が必要に応じて招集し、本部長が議長となる。 
（補助組織） 
第７条 推進本部の事務を円滑に処理するため、推進本部内に補助組織として、幹事会及び検討部会を置く。 
（幹事会） 
第８条 幹事会の所掌事務は、次の各号に掲げるとおりとする。 
（１） 計画原案の策定に関すること。 
（２） 計画に基づく事務事業の連絡、調整に関すること。 
（３） 計画の進行管理に必要な事項に関すること。 

２ 幹事会は、幹事長、副幹事長及び幹事を持って組織する。 
３ 幹事長は、企画課長をもって充て、副幹事長は、総務課長及び生涯学習課長をもって充てる。 
４ 幹事は、別表２の者をもって充てる。 
５ 幹事長は、幹事会を統括する。 
６ 副幹事長は、幹事長を補佐し、幹事長に事故あるとき又は幹事長が欠けたときは、その職務を代行する。 
７ 幹事会の会議は、幹事長が必要に応じて招集し、幹事長が議長となる。 
（検討部会） 
第９条 検討部会の所掌事務は、次の各号に掲げるとおりとする。 
（１） 計画原案の策定のため必要な基礎的条件の把握、整理等に関すること。 
（２） 計画に盛り込むべき施策の調査、研究等に関すること。 
（３） 本市が取り組むべき事務事業の整理等に関すること。 
（４） 計画に基づく事務事業の連携に関すること。 
（５） 計画の進捗状況の把握に関すること。 

２ 検討部会の委員（以下、「部会員」という。）は、職員のうちから市長が任命する。 
３ 検討部会に部会長及び副部会長を置き、部会員の互選により、これを定める。 
４ 部会長は、検討部会を統括する。 
５ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故あるとき又は部会長が欠けたときは、その職務を代行する。 
６ 検討部会の会議は、部会長が必要に応じて召集し、部会長が議長となる。 
７ 部会長は、検討部会による調査、研究を専門的に行うため、部会員による作業班を編成することができる。 
（アドバイザー） 
第１０条 本部長は、第３条に規定する所掌事項を遂行するうえで、専門的助言又は指導を必要とするときは、
学識経験者などをアドバイザーとして設置することができる。 

（事務局） 
第１１条 推進本部の事務局を総務企画部企画課に置く。 
（委任） 
第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、本部長が定める。 

附 則 
この要綱は、平成１３年８月１日から施行する。 

附 則（平成１８年４月１日訓令第８号の２、教委訓第６号、水管規定第８号、議会訓令第３号、選管規
定第２号、農委規定第３号） 

この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 
附 則（平成１８年６月２１日訓令第１１号、教委訓令第９号、水管規定第１５号、議会訓令第５号、選

管規定第４号、農委規定第４号） 
この要綱は、平成１８年６月２１日から施行する。 
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附 則（平成１９年４月１日訓令第８号、教委訓令第４号、水管規定第１６号、議会訓令第２号、選管規

定第２号、農委規定第１号） 
この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２０年３月２６日訓令第４号） 
この訓令は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２２年３月３１日訓令第４―２号） 
この訓令は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２２年７月１日訓令第１８号、教委訓令第６号、水管規程第９号、議会訓令第７号、選管規
程第７号、農委規程第７号） 

この訓令は、平成２２年７月１日から施行する。 
附 則（平成２４年４月１日訓令第４号の２、教委訓令第５号の２、水管規程第２号、議会訓令第２号の

２、選管規程第４号、農委規程第４号） 
この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年３月１１日訓令第７号、教委訓令第１号、水管規程第２号、議会訓令第１号、選管規
程第１号、農委規程第１号） 

この訓令は、平成２７年４月１日から施行する。 
附 則（平成２８年４月１日訓令第９号、教委訓令第６号、水管規程第４号、議会訓令第２号、選管規程

第１号、農委規程第１号） 
この訓令は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成２９年４月１日訓令第４号） 
この訓令は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（平成３１年４月１日訓令第５号、水管規程第４号、教委訓令第２号、病管規程第３号、議会訓令
第２号、選管規程第２号、監査委規程第２号、農委規程第２号） 

この訓令は、平成３１年４月１日から施行する。 
 
別表１（第４条関係） 

別表２（第８条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務課長、企画課長、財政課長、危機管理防災課長、税務課長、市民課長、環境課長、水俣病資料館長、いき

いき健康課長、福祉課長、経済観光課長、農林水産課長、都市計画課長、下水道課長、土木課長、会計課長、

教育次長、教育総務課長、生涯学習課長、選挙管理委員会事務局長、監査事務局長、農業委員会事務局長 

副市長、教育長、総務企画部長、福祉環境部長、産業建設部長、総合医療センター事務部長、水道局長、議会

事務局長 
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４ 男女共同参画社会基本法 

 
制定：平成１１年６月２３日法律第７８号 

最終改正：平成１１年１２月２２日法律１６０号 
目次 
前文 
第１章 総則（第１条―第１２条） 
第２章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策（第１３条―第２０条） 
第３章 男女共同参画会議（第２１条―第２８条） 
附則 

 
我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、男女平等の実現に向けた様々な取組

が、国際社会における取組とも連動しつつ、着実に進められてきたが、なお一層の努力が必要とされている。 
一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が国の社会経済情勢の急速な変化に対応していく上で、

男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に発揮す
ることができる男女共同参画社会の実現は、緊要な課題となっている。 
このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を２１世紀の我が国社会を決定する最重要課題と位置付

け、社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の推進を図っていくことが重要
である。 
ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念を明らかにしてその方向を示し、将来に向かって国、地

方公共団体及び国民の男女共同参画社会の形成に関する取組を総合的かつ計画的に推進するため、この法律を制
定する。 

第１章 総則 
（目的） 
第１条 この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある社会を実
現することの緊要性にかんがみ、男女共同参画社会の形成に関し、基本理念を定め、並びに国、地方公共団体
及び国民の責務を明らかにするとともに、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の基本となる事項を定
めることにより、男女共同参画社会の形成を総合的かつ計画的に推進することを目的とする。 

（定義） 
第２条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 
一 男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野
における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享
受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会を形成することをいう。 

二 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内において、男女の
いずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。 

（男女の人権の尊重） 
第３条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が性別による差別的取
扱いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保されることその他の男女の人権が尊重され
ることを旨として、行われなければならない。 

（社会における制度又は慣行についての配慮） 
第４条 男女共同参画社会の形成に当たっては、社会における制度又は慣行が、性別による固定的な役割分担等
を反映して、男女の社会における活動の選択に対して中立でない影響を及ぼすことにより、男女共同参画社会
の形成を阻害する要因となるおそれがあることにかんがみ、社会における制度又は慣行が男女の社会における
活動の選択に対して及ぼす影響をできる限り中立なものとするように配慮されなければならない。 

（政策等の立案及び決定への共同参画） 
第５条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等な構成員として、国若しくは地方公共団体における政
策又は民間の団体における方針の立案及び決定に共同して参画する機会が確保されることを旨として、行われ
なければならない。 

（家庭生活における活動と他の活動の両立） 
第６条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、子の養育、家族
の介護その他の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を円滑に果たし、かつ、当該活動以外
の活動を行うことができるようにすることを旨として、行われなければならない。 

（国際的協調） 
第７条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における取組と密接な関係を有していることにかんがみ、男
女共同参画社会の形成は、国際的協調の下に行われなければならない。 

（国の責務） 
第８条 国は、第３条から前条までに定める男女共同参画社会の形成についての基本理念（以下「基本理念」と
いう。）にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策（積極的改善措置を含む。以下同じ。）を
総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 
第９条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関し、国の施策に準じた施策
及びその他のその地方公共団体の区域の特性に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

（国民の責務） 
第１０条 国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において、基本理念にのっとり、男女
共同参画社会の形成に寄与するように努めなければならない。 
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（法制上の措置等） 
第１１条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を実施するため必要な法制上又は財政上の措置
その他の措置を講じなければならない。 

（年次報告等） 
第１２条 政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形成の状況及び政府が講じた男女共同参画社会の形成の
促進に関する施策についての報告を提出しなければならない。 

２ 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の形成の状況を考慮して講じようとする男女共同参画社
会の形成の促進に関する施策を明らかにした文書を作成し、これを国会に提出しなければならない。 

第２章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策 
（男女共同参画基本計画） 
第１３条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、男女共
同参画社会の形成の促進に関する基本的な計画（以下「男女共同参画基本計画」という。）を定めなければな
らない。 

２ 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 
一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱 
二 前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するた
めに必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、男女共同参画基本計画の案を作成し、閣議の決定を求
めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、男女共同参画基本計画を公表し
なければならない。 

５ 前２項の規定は、男女共同参画基本計画の変更について準用する。 
（都道府県男女共同参画計画等） 
第１４条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、当該都道府県の区域における男女共同参画社会の形
成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「都道府県男女共同参画計画」という。）を定めなけれ
ばならない。 

２ 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 
一 都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱 
二 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的
かつ計画的に推進するために必要な事項 

３ 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画計画を勘案して、当該市町村の区域における男
女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「市町村男女共同参画計画」という。）
を定めるように努めなければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又は市町村男女共同参画計画を定め、又は変更したとき
は、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

（施策の策定等に当たっての配慮） 
第１５条 国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策を策定し、及び実
施するに当たっては、男女共同参画社会の形成に配慮しなければならない。 

（国民の理解を深めるための措置） 
第１６条 国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、基本理念に関する国民の理解を深めるよう適切な措置
を講じなければならない。 

（苦情の処理等） 
第１７条 国は、政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策又は男女共同参画社会の形成に影
響を及ぼすと認められる施策についての苦情の処理のために必要な措置及び性別による差別的取扱いその他の
男女共同参画社会の形成を阻害する要因によって人権が侵害された場合における被害者の救済を図るために必
要な措置を講じなければならない。 

（調査研究） 
第１８条 国は、社会における制度又は慣行が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響に関する調査研究その他の
男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の策定に必要な調査研究を推進するように努めるものとする。 

（国際的協調のための措置）                                     
第１９条 国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調の下に促進するため、外国政府又は国際機関との情報の 
交換その他男女共同参画社会の形成に関する国際的な相互協力の円滑な推進を図るために必要な措置を講ずる
ように努めるものとする。 

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援） 
第２０条 国は、地方公共団体が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策及び民間の団体が男女共
同参画社会の形成の促進に関して行う活動を支援するため、情報の提供その他の必要な措置を講ずるように努
めるものとする。 

第３章 男女共同参画会議 
（設置） 
第２１条 内閣府に、男女共同参画会議（以下「会議」という。）を置く。 
（所掌事務） 
第２２条 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 
一 男女共同参画基本計画に関し、第１３条第３項に規定する事項を処理すること。 
二 前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各大臣の諮問に応じ、男女共同参画社会の形成の促進に
関する基本的な方針、基本的な政策及び重要事項を調査審議すること。 
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三 前２号に規定する事項に関し、調査審議し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣及び関係各大臣に
対し、意見を述べること。 

四 政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況を監視し、及び政府の施策が男女
共同参画社会の形成に及ぼす影響を調査し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣及び関係各大臣に対
し、意見を述べること。 

（組織） 
第２３条 会議は、議長及び議員２４人以内をもって組織する。 
（議長） 
第２４条 議長は、内閣官房長官をもって充てる。 
２ 議長は、会務を総理する。 
（議員） 
第２５条 議員は、次に掲げる者をもって充てる。 

一 内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者 
二 男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有する者のうちから、内閣総理大臣が任命する者 

２ 前項第２号の議員の数は、同項に規定する議員の総数の１０分の５未満であってはならない。 
３ 第１項第２号の議員のうち、男女のいずれか一方の議員の数は、同号に規定する議員の総数の１０分の４  
未満であってはならない。 

４ 第１項第２号の議員は、非常勤とする。 
（議員の任期） 
第２６条 前条第１項第２号の議員の任期は、２年とする。ただし、補欠の議員の任期は、前任者の残任期間と
する。 

２ 前条第１項第２号の議員は、再任されることができる。 
（資料提出の要求等） 
第２７条 会議は、その所掌事務を遂行するために必要があると認めるときは、関係行政機関の長に対し、監視
又は調査に必要な資料その他の資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求めることができる。 

 
２ 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、前項に規定する者以外の者に対し
ても、必要な協力を依頼することができる。 

（政令への委任） 
第２８条 この章に定めるもののほか、会議の組織及び議員その他の職員その他会議に関し必要な事項は、政令
で定める。 

附 則 
（施行期日） 
第１条 この法律は、公布の日から施行する。 
（男女共同参画審議会設置法の廃止） 
第２条 男女共同参画審議会設置法（平成９年法律第７号）は、廃止する。 
（経過措置） 
第３条 前条の規定による廃止前の男女共同参画審議会設置法（以下「旧審議会設置法」という。）第１条の規
定により置かれた男女共同参画審議会は、第２１条第１項の規定により置かれた審議会となり、同一性をもっ
て存続するものとする。 

２ この法律の施行の際現に旧審議会設置法第４条第１項の規定により任命された男女共同参画審議会の委員で
ある者は、この法律の施行の日に、第２３条第１項の規定により、審議会の委員として任命されたものとみな
す。この場合において、その任命されたものとみなされる者の任期は、同条第２項の規定にかかわらず、同日
における旧審議会設置法第４条第２項の規定により任命された男女共同参画審議会の委員としての任期の残任
期間と同一の期間とする。 

３ この法律の施行の際現に旧審議会設置法第５条第１項の規定により定められた男女共同参画審議会の会長で
ある者又は同条第３項の規定により指名された委員である者は、それぞれ、この法律の施行の日に、第２４条
第１項の規定により審議会の会長として定められ、又は同条第３項の規定により審議会の会長の職務を代理す
る委員として指名されたものとみなす。 

（総理府設置法の一部改正） 
第４条 総理府設置法（昭和２４年法律第１２７号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 
附 則〔平成１１年７月１６日法律第１０２号抄〕 

（施行期日） 
第１条 この法律は、内閣法の一部を改正する法律（平成１１年法律第８８号）の施行の日〔平成１３年１月６
日〕から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 
一 〔略〕 
二 附則第１０条第１項及び第５項、第１４条第３項、第２３条、第２８条並びに第３０条の規定公布の日 

（委員等の任期に関する経過措置） 
第２８条 この法律の施行の日の前日において次に掲げる従前の審議会その他の機関の会長、委員その他の職員
である者（任期の定めのない者を除く。）の任期は、当該会長、委員その他の職員の任期を定めたそれぞれの
法律の規定にかかわらず、その日に満了する。 
一～十 〔略〕 
十一 男女共同参画審議会 
十二～五十八 〔略〕 
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（別に定める経過措置） 
第３０条 第２条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要となる経過措置は、別に法律
で定める。 

附 則〔平成１１年１２月２２日法律第１６０号抄〕 
（施行期日） 
第１条 この法律（第２条及び第３条を除く。）は、平成１３年１月６日から施行する。〔後略〕 
（以下略） 
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５ 熊本県男女共同参画推進条例 
 

制定：平成１３年１２月２０日条例第５９号 
目次 
前文 
第１章 総則（第１条－第１４条） 
第２章 男女共同参画社会の形成に関する施策の推進（第１５条－第２４条） 
第３章 熊本県男女共同参画審議会（第２５条－第２７条） 
第４章 雑則（第２８条） 
附則 
 
男女が、互いにその人権を尊重しつつ、責任を分かち合い、性別にかかわりなく、その個性と能力を十分に発

揮できる男女共同参画社会の実現は、少子高齢化の進展、経済活動の成熟化など社会経済情勢が急速に変化する
なかにあって、県民１人１人が人として尊重される真に豊かで活力のある地域を実現するために重要な課題であ
る。 
本県においては、男女共同参画社会の実現に向け様々な取組が進められてきたが、性別による固定的な役割分

担意識や男女の生き方の自由な選択に影響を及ぼす慣行が依然として存在するなど多くの課題が残されており、
社会のあらゆる分野において男女共同参画をさらに進めていくことが求められている。 
男女共同参画社会の実現が、本県の将来を決定する重要な課題であることを深く自覚し、県、県民、事業者及

び市町村が連携協力しながら、男女共同参画社会の形成に向けた取組を総合的かつ計画的に推進するため、この
条例を制定する。 

第１章 総則 
（目的） 
第１条 この条例は、男女共同参画社会の形成に関し、基本理念を定め、並びに県、県民及び事業者（県内にお
いて事業活動を行うすべてのものをいう。以下同じ。）の責務を明らかにするとともに、男女共同参画社会の
形成の促進に関する施策について基本となる事項を定めることにより、男女共同参画社会の形成を総合的かつ
計画的に推進することを目的とする。 

（定義） 
第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 
（１） 男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる
分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益
を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会を形成することをいう。 

（２） 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内において、男
女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。 

（男女の人権の尊重） 
第３条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が性別による差別的取
扱い（明確な差別的意図がなくとも、差別を容認したと認められる取扱いを含む。）を受けないこと、男女が
個人として能力を発揮する機会が確保されることその他の男女の人権が尊重されることを旨として、行われな
ければならない。 

（社会における制度又は慣行についての配慮） 
第４条 男女共同参画社会の形成に当たっては、社会における制度又は慣行が男女の社会における活動の選択に
対して及ぼす影響をできる限り中立なものとするように配慮されなければならない。 

（政策等の立案及び決定への共同参画） 
第５条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等な構成員として、県その他の団体における政策又は方
針の立案及び決定に共同して参画する機会が確保されることを旨として、行われなければならない。 

（家庭生活における活動と他の活動の両立） 
第６条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、家事、子の養育、
家族の介護その他の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を円滑に果たし、かつ、家庭生活
における活動以外の活動を行うことができるようにすることを旨として、行われなければならない。 

（国際的協調） 
第７条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における取組と密接な関係を有していることにかんがみ、男
女共同参画社会の形成は、国際的な協調の下に行われなければならない。 

（県、県民、事業者及び市町村の協働） 
第８条 男女共同参画社会の形成は、県、県民、事業者及び市町村の主体的な取組及び相互の連携協力により促
進されることを旨として、これらの者の協働の下に行われなければならない。 

（県の責務） 
第９条 県は、第３条から前条までに定める男女共同参画社会の形成についての基本理念（以下「基本理念」と
いう。）にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策（積極的改善措置を含む。以下同じ。）を
総合的に策定し、及び実施しなければならない。 

［第３条］ 
２ 県は、男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策を策定し、及び実施するに当たっては、男
女共同参画社会の形成に配慮しなければならない。 

（県民の責務） 
第１０条 県民は、基本理念にのっとり、職場、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において、自ら
男女共同参画社会の形成に努めなければならない。 
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（事業者の責務） 
第１１条 事業者は、その事業活動を行うに当たっては、基本理念にのっとり、自ら男女共同参画社会の形成に
努め、男女が対等に事業活動に参画できる機会を確保し、及び職業生活における活動と他の活動とを両立でき
る職場環境を整備するよう努めなければならない。 

（市町村との連携） 
第１２条 県は、市町村の男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な計画の策定及び施策の推進を支援す
るため、情報の提供その他の必要な措置を講ずるものとする。 

２ 県は、市町村に対し、県が行う男女共同参画社会の形成の促進に関する施策への協力を求めることができる。 
（男女共同参画社会の形成を阻害する行為の禁止） 
第１３条 何人も、男女共同参画社会の形成を阻害する次に掲げる行為をしてはならない。 
（１） 職場、学校、地域、家庭等のあらゆる場における性的な言動により当該言動を受けた個人の生活環境
を害する行為又は性的な言動を受けた個人の対応により当該個人に不利益を与える行為 

（２） 配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）に対し身体的
又は精神的な苦痛を与える暴力的な行為その他の男女間における身体的又は精神的な苦痛を与える暴力的な
行為 

（公衆に表示する情報における表現への配慮） 
第１４条 何人も、公衆に表示する情報において、性別による固定的な役割分担又は女性に対する暴力を助長し、
又は連想させる表現及び過度の性的表現を行わないよう配慮しなければならない。 

第２章 男女共同参画社会の形成に関する施策の推進 
（男女共同参画計画の策定等） 
第１５条 知事は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、男女共同
参画の推進に関する基本的な計画（以下「男女共同参画計画」という。）を定めなければならない。 

２ 男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 
（１） 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱 
（２） 前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進す
るために必要な事項 

３ 知事は、男女共同参画計画を定めようとするときは、県民の意見を反映させるために必要な措置を講ずると
ともに、熊本県男女共同参画審議会の意見を聴かなければならない。 

４ 知事は、男女共同参画計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表するものとする。 
５ 前２項の規定は、男女共同参画計画の変更について準用する。 
（県民及び事業者の理解を深めるための措置） 
第１６条 県は、広報活動を通じて基本理念に関する県民及び事業者の理解を深めるよう適切な措置を講ずるも
のとする。 

２ 県は、学校教育及び社会教育を通じて基本理念に関する県民の理解を深めるよう、男女共同参画に関する教
育及び学習の充実のための適切な措置を講ずるものとする。 

（職業生活と家庭生活等との両立の促進） 
第１７条 県は、男女が共に職業生活と家庭生活等とを両立することができるよう、保育及び介護に関するサー
ビスの充実、職場における環境づくりの促進等のための適切な措置を講ずるものとする。 

（農山漁村における男女共同参画社会の形成の促進） 
第１８条 県は、農山漁村において、男女が社会の対等な構成員として、自らの意思によって、農林水産業経営
及びこれに関連する活動又は地域における活動に共同して参画する機会を確保するため、活動の支援、条件の
整備等必要な措置を講ずるものとする。 

（県の附属機関の委員の選任における配慮等） 
第１９条 知事その他の県の執行機関は、その管理に属する附属機関等を組織する委員その他の構成員の選任に
当たっては、できる限り男女の数の均衡を図るものとする。 

２ 知事その他の県の任命権者は、その職員の登用に当たっては、性別にかかわらず、その能力に応じ均等な機
会を確保するよう努めるものとする。 

（調査研究） 
第２０条 県は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の策定に必要な調査及び研究を行うものとする。 
（推進体制の整備等） 
第２１条 県は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、体制の整備
を図るとともに、必要な法制上又は財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。 

（拠点施設の設置） 
第２２条 県は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を実施し、並びに県民及び男女共同参画社会の形
成を推進する団体が行う男女共同参画社会の形成に関する活動を支援するための拠点となる施設を設置するも
のとする。 

（苦情の処理等） 
第２３条 県民又は事業者は、県が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策又は男女共同参画社会
の形成に影響を及ぼすと認められる施策について苦情があるときは、知事に申し出ることができる。 

２ 県民又は県内に在勤若しくは在学する者は、第１３条に掲げる行為その他の男女共同参画社会の形成を阻害
する行為を受けたときは、知事に相談を申し出ることができる。 

［第１３条］ 
３ 知事は、第１項に規定する苦情の申出について、迅速かつ適切に処理するための体制を整備するとともに、
その処理のため必要があると認めるときは、熊本県男女共同参画審議会の意見を聴くものとする。 
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４ 知事は、第２項に規定する相談の申出について、迅速かつ適切に処理するため相談員の設置等必要な体制を
整備するとともに、必要に応じ関係機関と連携してその処理に努めるものとする。 

（年次報告） 
第２４条 知事は、男女共同参画社会の形成の状況及び男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況
を明らかにするため、毎年度、報告書を作成し、これを公表するものとする。 

第３章 熊本県男女共同参画審議会 
（審議会の設置） 
第２５条 知事の附属機関として、熊本県男女共同参画審議会（以下「審議会」という。）を置く。 
２ 審議会は、知事の諮問に応じ、次に掲げる事項を調査審議する。 
（１） 男女共同参画計画の策定に関する事項 
（２） 第２３条第１項の苦情の処理に関する事項 
［第２３条第１項］ 
（３） 県が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の評価に関する事項 
（４） 前３号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成に関する重要事項 

３ 審議会は、前項各号に掲げる事項について、知事に意見を述べることができる。 
（組織） 
第２６条 審議会は、委員１０人以内で組織し、男女のいずれの委員の数も、委員の総数の１０分の４未満であ
ってはならない。 

２ 委員は、男女共同参画に関し識見を有する者のうちから知事が任命する。 
３ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
４ 委員は、再任されることができる。 
（専門部会） 
第２７条 審議会は、必要に応じ、専門部会を置くことができる。 

第４章 雑則 
（雑則） 
第２８条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、知事が定める。 
附 則 
１ この条例は、平成１４年４月１日から施行する。 
２ 男女共同参画社会基本法（平成１１年法律第７８号）第１４条第１項の規定により定められた男女共同参画
計画は、第１５条の規定により定められた男女共同参画計画とみなす。 
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６ 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律 
 

制定：平成２７年９月４日号外法律第６４号 
最終改正：令和元年年６月５日号外法律第２４号９号 

目次 
第一章 総則（第一条―第四条） 
第二章 基本方針等（第五条・第六条） 
第三章 事業主行動計画等 
第一節 事業主行動計画策定指針（第七条） 
第二節 一般事業主行動計画等（第八条―第十八条） 
第三節 特定事業主行動計画（第十九条） 
第四節 女性の職業選択に資する情報の公表（第二十条・第二十一条） 

第四章 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置（第二十二条―第二十九条） 
第五章 雑則（第三十条―第三十三条） 
第六章 罰則（第三十四条―第三十九条） 
附則 
 
第一章 総則 

（目的） 
第一条 この法律は、近年、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性がその個性と能力を十
分に発揮して職業生活において活躍すること（以下「女性の職業生活における活躍」という。）が一層重要と
なっていることに鑑み、男女共同参画社会基本法（平成十一年法律第七十八号）の基本理念にのっとり、女性
の職業生活における活躍の推進について、その基本原則を定め、並びに国、地方公共団体及び事業主の責務を
明らかにするとともに、基本方針及び事業主の行動計画の策定、女性の職業生活における活躍を推進するため
の支援措置等について定めることにより、女性の職業生活における活躍を迅速かつ重点的に推進し、もって男
女の人権が尊重され、かつ、急速な少子高齢化の進展、国民の需要の多様化その他の社会経済情勢の変化に対
応できる豊かで活力ある社会を実現することを目的とする。 

（基本原則） 
第二条 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活における活躍に係る男女間の格差の実情を踏まえ、自
らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性に対する採用、教育訓練、昇進、職種及び雇用形態
の変更その他の職業生活に関する機会の積極的な提供及びその活用を通じ、かつ、性別による固定的な役割分
担等を反映した職場における慣行が女性の職業生活における活躍に対して及ぼす影響に配慮して、その個性と
能力が十分に発揮できるようにすることを旨として、行われなければならない。 

２ 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活を営む女性が結婚、妊娠、出産、育児、介護その他の家庭
生活に関する事由によりやむを得ず退職することが多いことその他の家庭生活に関する事由が職業生活に与え
る影響を踏まえ、家族を構成する男女が、男女の別を問わず、相互の協力と社会の支援の下に、育児、介護そ
の他の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を円滑に果たしつつ職業生活における活動を行
うために必要な環境の整備等により、男女の職業生活と家庭生活との円滑かつ継続的な両立が可能となること
を旨として、行われなければならない。 

３ 女性の職業生活における活躍の推進に当たっては、女性の職業生活と家庭生活との両立に関し、本人の意思
が尊重されるべきものであることに留意されなければならない。 

（国及び地方公共団体の責務） 
第三条 国及び地方公共団体は、前条に定める女性の職業生活における活躍の推進についての基本原則（次条及
び第五条第一項において「基本原則」という。）にのっとり、女性の職業生活における活躍の推進に関して必
要な施策を策定し、及びこれを実施しなければならない。 

（事業主の責務） 
第四条 事業主は、基本原則にのっとり、その雇用し、又は雇用しようとする女性労働者に対する職業生活に関
する機会の積極的な提供、雇用する労働者の職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境の整備その他の女
性の職業生活における活躍の推進に関する取組を自ら実施するよう努めるとともに、国又は地方公共団体が実
施する女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に協力しなければならない。 

第二章 基本方針等 
（基本方針） 
第五条 政府は、基本原則にのっとり、女性の職業生活における活躍の推進に関する施策を総合的かつ一体的に
実施するため、女性の職業生活における活躍の推進に関する基本方針（以下「基本方針」という。）を定めな
ければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 
一 女性の職業生活における活躍の推進に関する基本的な方向 
二 事業主が実施すべき女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する基本的な事項 
三 女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関する次に掲げる事項 
イ 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置に関する事項 
ロ 職業生活と家庭生活との両立を図るために必要な環境の整備に関する事項 
ハ その他女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関する重要事項 

四 前三号に掲げるもののほか、女性の職業生活における活躍を推進するために必要な事項 
３ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。 
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４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、基本方針を公表しなければなら
ない。 

５ 前二項の規定は、基本方針の変更について準用する。 
（都道府県推進計画等） 
第六条 都道府県は、基本方針を勘案して、当該都道府県の区域内における女性の職業生活における活躍の推進
に関する施策についての計画（以下この条において「都道府県推進計画」という。）を定めるよう努めるもの
とする。 

２ 市町村は、基本方針（都道府県推進計画が定められているときは、基本方針及び都道府県推進計画）を勘案
して、当該市町村の区域内における女性の職業生活における活躍の推進に関する施策についての計画（次項に
おいて「市町村推進計画」という。）を定めるよう努めるものとする。 

３ 都道府県又は市町村は、都道府県推進計画又は市町村推進計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、こ
れを公表しなければならない。 

第三章 事業主行動計画等 
第一節 事業主行動計画策定指針 

第七条 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主が女性の職業生活における活躍の推進に関する取
組を総合的かつ効果的に実施することができるよう、基本方針に即して、次条第一項に規定する一般事業主行
動計画及び第十九条第一項に規定する特定事業主行動計画（次項において「事業主行動計画」と総称する。）
の策定に関する指針（以下「事業主行動計画策定指針」という。）を定めなければならない。 

２ 事業主行動計画策定指針においては、次に掲げる事項につき、事業主行動計画の指針となるべきものを定め
るものとする。 
一 事業主行動計画の策定に関する基本的な事項 
二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容に関する事項 
三 その他女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する重要事項 

３ 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主行動計画策定指針を定め、又は変更したときは、遅滞
なく、これを公表しなければならない。 

第二節 一般事業主行動計画等 
（一般事業主行動計画の策定等） 
第八条 国及び地方公共団体以外の事業主（以下「一般事業主」という。）であって、常時雇用する労働者の数
が百人を超えるものは、事業主行動計画策定指針に即して、一般事業主行動計画（一般事業主が実施する女性
の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する計画をいう。以下同じ。）を定め、厚生労働省令で定め
るところにより、厚生労働大臣に届け出なければならない。これを変更したときも、同様とする。 

２ 一般事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 
一 計画期間 
二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施により達成しようとする目標 
三 実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容及びその実施時期 

３ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更しようとするときは、厚生労働省令
で定めるところにより、採用した労働者に占める女性労働者の割合、男女の継続勤務年数の差異、労働時間の
状況、管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割合その他のその事業における女性の職業生活における
活躍に関する状況を把握し、女性の職業生活における活躍を推進するために改善すべき事情について分析した
上で、その結果を勘案して、これを定めなければならない。この場合において、前項第二号の目標については、
採用する労働者に占める女性労働者の割合、男女の継続勤務年数の差異の縮小の割合、労働時間、管理的地位
にある労働者に占める女性労働者の割合その他の数値を用いて定量的に定めなければならない。 

４ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更したときは、厚生労働省令で定める
ところにより、これを労働者に周知させるための措置を講じなければならない。 

５ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更したときは、厚生労働省令で定める
ところにより、これを公表しなければならない。 

６ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画に基づく取組を実施するとともに、一般事業主行動計
画に定められた目標を達成するよう努めなければならない。 

７ 一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が百人以下のものは、事業主行動計画策定指針に即して、一
般事業主行動計画を定め、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣に届け出るよう努めなければな
らない。これを変更したときも、同様とする。 

８ 第三項の規定は前項に規定する一般事業主が一般事業主行動計画を定め、又は変更しようとする場合につい
て、第四項から第六項までの規定は前項に規定する一般事業主が一般事業主行動計画を定め、又は変更した場
合について、それぞれ準用する。 

（基準に適合する一般事業主の認定） 
第九条 厚生労働大臣は、前条第一項又は第七項の規定による届出をした一般事業主からの申請に基づき、厚生
労働省令で定めるところにより、当該事業主について、女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関
し、当該取組の実施の状況が優良なものであることその他の厚生労働省令で定める基準に適合するものである
旨の認定を行うことができる。 

（認定一般事業主の表示等） 
第十条 前条の認定を受けた一般事業主（以下「認定一般事業主」という。）は、商品、役務の提供の用に供す
る物、商品又は役務の広告又は取引に用いる書類若しくは通信その他の厚生労働省令で定めるもの（次項及び
第十四条第一項において「商品等」という。）に厚生労働大臣の定める表示を付することができる。 

２ 何人も、前項の規定による場合を除くほか、商品等に同項の表示又はこれと紛らわしい表示を付してはなら
ない。 
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（認定の取消し） 
第十一条 厚生労働大臣は、認定一般事業主が次の各号のいずれかに該当するときは、第九条の認定を取り消す
ことができる。 
一 第九条に規定する基準に適合しなくなったと認めるとき。 
二 この法律又はこの法律に基づく命令に違反したとき。 
三 不正の手段により第九条の認定を受けたとき。 

（基準に適合する認定一般事業主の認定） 
第十二条 厚生労働大臣は、認定一般事業主からの申請に基づき、厚生労働省令で定めるところにより、当該事
業主について、女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関し、当該事業主の策定した一般事業主行
動計画に基づく取組を実施し、当該一般事業主行動計画に定められた目標を達成したこと、雇用の分野におけ
る男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和四十七年法律第百十三号）第十三条の二に規定する
業務を担当する者及び育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成三年法
律第七十六号）第二十九条に規定する業務を担当する者を選任していること、当該女性の職業生活における活
躍の推進に関する取組の実施の状況が特に優良なものであることその他の厚生労働省令で定める基準に適合す
るものである旨の認定を行うことができる。 

（特例認定一般事業主の特例等） 
第十三条 前条の認定を受けた一般事業主（以下「特例認定一般事業主」という。）については、第八条第一項
及び第七項の規定は、適用しない。 

２ 特例認定一般事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、毎年少なくとも一回、女性の職業生活におけ
る活躍の推進に関する取組の実施の状況を公表しなければならない。 

（特例認定一般事業主の表示等） 
第十四条 特例認定一般事業主は、商品等に厚生労働大臣の定める表示を付することができる。 
２ 第十条第二項の規定は、前項の表示について準用する。 
（特例認定一般事業主の認定の取消し） 
第十五条 厚生労働大臣は、特例認定一般事業主が次の各号のいずれかに該当するときは、第十二条の認定を取
り消すことができる。 
一 第十一条の規定により第九条の認定を取り消すとき。 
二 第十二条に規定する基準に適合しなくなったと認めるとき。 
三 第十三条第二項の規定による公表をせず、又は虚偽の公表をしたとき。 
四 前号に掲げる場合のほか、この法律又はこの法律に基づく命令に違反したとき。 
五 不正の手段により第十二条の認定を受けたとき。 

（委託募集の特例等） 
第十六条 承認中小事業主団体の構成員である中小事業主（一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が三
百人以下のものをいう。以下この項及び次項において同じ。）が、当該承認中小事業主団体をして女性の職業
生活における活躍の推進に関する取組の実施に関し必要な労働者の募集を行わせようとする場合において、当
該承認中小事業主団体が当該募集に従事しようとするときは、職業安定法（昭和二十二年法律第百四十一号）
第三十六条第一項及び第三項の規定は、当該構成員である中小事業主については、適用しない。 

２ この条及び次条において「承認中小事業主団体」とは、事業協同組合、協同組合連合会その他の特別の法律
により設立された組合若しくはその連合会であって厚生労働省令で定めるもの又は一般社団法人で中小事業主
を直接又は間接の構成員とするもの（厚生労働省令で定める要件に該当するものに限る。）のうち、その構成
員である中小事業主に対して女性の職業生活における活躍の推進に関する取組を実施するための人材確保に関
する相談及び援助を行うものであって、その申請に基づいて、厚生労働大臣が、当該相談及び援助を適切に行
うための厚生労働省令で定める基準に適合する旨の承認を行ったものをいう。 

３ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体が前項に規定する基準に適合しなくなったと認めるときは、同項の承
認を取り消すことができる。 

４ 承認中小事業主団体は、第一項に規定する募集に従事しようとするときは、厚生労働省令で定めるところに
より、募集時期、募集人員、募集地域その他の労働者の募集に関する事項で厚生労働省令で定めるものを厚生
労働大臣に届け出なければならない。 

５ 職業安定法第三十七条第二項の規定は前項の規定による届出があった場合について、同法第五条の三第一項
及び第四項、第五条の四、第三十九条、第四十一条第二項、第四十二条第一項、第四十二条の二、第四十八条
の三第一項、第四十八条の四、第五十条第一項及び第二項並びに第五十一条の規定は前項の規定による届出を
して労働者の募集に従事する者について、同法第四十条の規定は同項の規定による届出をして労働者の募集に
従事する者に対する報酬の供与について、同法第五十条第三項及び第四項の規定はこの項において準用する同
条第二項に規定する職権を行う場合について、それぞれ準用する。この場合において、同法第三十七条第二項
中「労働者の募集を行おうとする者」とあるのは「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律第十六条
第四項の規定による届出をして労働者の募集に従事しようとする者」と、同法第四十一条第二項中「当該労働
者の募集の業務の廃止を命じ、又は期間」とあるのは「期間」と読み替えるものとする。 

６ 職業安定法第三十六条第二項及び第四十二条の三の規定の適用については、同法第三十六条第二項中「前項
の」とあるのは「被用者以外の者をして労働者の募集に従事させようとする者がその被用者以外の者に与えよ
うとする」と、同法第四十二条の三中「第三十九条に規定する募集受託者」とあるのは「女性の職業生活にお
ける活躍の推進に関する法律（平成二十七年法律第六十四号）第十六条第四項の規定による届出をして労働者
の募集に従事する者」とする。 

７ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体に対し、第二項の相談及び援助の実施状況について報告を求めること
ができる。 
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第十七条 公共職業安定所は、前条第四項の規定による届出をして労働者の募集に従事する承認中小事業主団体
に対して、雇用情報及び職業に関する調査研究の成果を提供し、かつ、これらに基づき当該募集の内容又は方
法について指導することにより、当該募集の効果的かつ適切な実施を図るものとする。 

（一般事業主に対する国の援助） 
第十八条 国は、第八条第一項若しくは第七項の規定により一般事業主行動計画を策定しようとする一般事業主
又はこれらの規定による届出をした一般事業主に対して、一般事業主行動計画の策定、労働者への周知若しく
は公表又は一般事業主行動計画に基づく措置が円滑に実施されるように相談その他の援助の実施に努めるもの
とする。 

第三節 特定事業主行動計画 
第十九条 国及び地方公共団体の機関、それらの長又はそれらの職員で政令で定めるもの（以下「特定事業主」
という。）は、政令で定めるところにより、事業主行動計画策定指針に即して、特定事業主行動計画（特定事
業主が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する計画をいう。以下この条において同
じ。）を定めなければならない。 

２ 特定事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 
一 計画期間 
二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施により達成しようとする目標 
三 実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容及びその実施時期 

３ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更しようとするときは、内閣府令で定めるところにより、
採用した職員に占める女性職員の割合、男女の継続勤務年数の差異、勤務時間の状況、管理的地位にある職員
に占める女性職員の割合その他のその事務及び事業における女性の職業生活における活躍に関する状況を把握
し、女性の職業生活における活躍を推進するために改善すべき事情について分析した上で、その結果を勘案し
て、これを定めなければならない。この場合において、前項第二号の目標については、採用する職員に占める
女性職員の割合、男女の継続勤務年数の差異の縮小の割合、勤務時間、管理的地位にある職員に占める女性職
員の割合その他の数値を用いて定量的に定めなければならない。 

４ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを職員に周知させるため
の措置を講じなければならない。 

５ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならな
い。 

６ 特定事業主は、毎年少なくとも一回、特定事業主行動計画に基づく取組の実施の状況を公表しなければなら
ない。 

７ 特定事業主は、特定事業主行動計画に基づく取組を実施するとともに、特定事業主行動計画に定められた目
標を達成するよう努めなければならない。 

第四節 女性の職業選択に資する情報の公表 
（一般事業主による女性の職業選択に資する情報の公表） 
第二十条 第八条第一項に規定する一般事業主（常時雇用する労働者の数が三百人を超えるものに限る。）は、
厚生労働省令で定めるところにより、職業生活を営み、又は営もうとする女性の職業選択に資するよう、その
事業における女性の職業生活における活躍に関する次に掲げる情報を定期的に公表しなければならない。 
一 その雇用し、又は雇用しようとする女性労働者に対する職業生活に関する機会の提供に関する実績 
二 その雇用する労働者の職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境の整備に関する実績 

２ 第八条第一項に規定する一般事業主（前項に規定する一般事業主を除く。）は、厚生労働省令で定めるとこ
ろにより、職業生活を営み、又は営もうとする女性の職業選択に資するよう、その事業における女性の職業生
活における活躍に関する前項各号に掲げる情報の少なくともいずれか一方を定期的に公表しなければならない。 

３ 第八条第七項に規定する一般事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、職業生活を営み、又は営もう
とする女性の職業選択に資するよう、その事業における女性の職業生活における活躍に関する第一項各号に掲
げる情報の少なくともいずれか一方を定期的に公表するよう努めなければならない。 

（特定事業主による女性の職業選択に資する情報の公表） 
第二十一条 特定事業主は、内閣府令で定めるところにより、職業生活を営み、又は営もうとする女性の職業選
択に資するよう、その事務及び事業における女性の職業生活における活躍に関する次に掲げる情報を定期的に
公表しなければならない。 
一 その任用し、又は任用しようとする女性に対する職業生活に関する機会の提供に関する実績 
二 その任用する職員の職業生活と家庭生活との両立に資する勤務環境の整備に関する実績 

第四章 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置 
（職業指導等の措置等） 
第二十二条 国は、女性の職業生活における活躍を推進するため、職業指導、職業紹介、職業訓練、創業の支援
その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

２ 地方公共団体は、女性の職業生活における活躍を推進するため、前項の措置と相まって、職業生活を営み、
又は営もうとする女性及びその家族その他の関係者からの相談に応じ、関係機関の紹介その他の情報の提供、
助言その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

３ 地方公共団体は、前項に規定する業務に係る事務の一部を、その事務を適切に実施することができるものと
して内閣府令で定める基準に適合する者に委託することができる。 

４ 前項の規定による委託に係る事務に従事する者又は当該事務に従事していた者は、正当な理由なく、当該事
務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

（財政上の措置等） 
第二十三条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する地方公共団体の施策を支援するために必要な財
政上の措置その他の措置を講ずるよう努めるものとする。 
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（国等からの受注機会の増大） 
第二十四条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に資するため、国及び公庫等（沖縄振興開発金融公庫そ
の他の特別の法律によって設立された法人であって政令で定めるものをいう。）の役務又は物件の調達に関し、
予算の適正な使用に留意しつつ、認定一般事業主、特例認定一般事業主その他の女性の職業生活における活躍
に関する状況又は女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施の状況が優良な一般事業主（次項に
おいて「認定一般事業主等」という。）の受注の機会の増大その他の必要な施策を実施するものとする。 

２ 地方公共団体は、国の施策に準じて、認定一般事業主等の受注の機会の増大その他の必要な施策を実施する
ように努めるものとする。 

（啓発活動） 
第二十五条 国及び地方公共団体は、女性の職業生活における活躍の推進について、国民の関心と理解を深め、
かつ、その協力を得るとともに、必要な啓発活動を行うものとする。 

（情報の収集、整理及び提供） 
第二十六条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に資するよう、国内外における女性の職業 
生活における活躍の状況及び当該取組に関する情報の収集、整理及び提供を行うものとする。 

（協議会） 
第二十七条 当該地方公共団体の区域において女性の職業生活における活躍の推進に関する事務及び事業を行う
国及び地方公共団体の機関（以下この条において「関係機関」という。）は、第二十二条第一項の規定により 
国が講ずる措置及び同条第二項の規定により地方公共団体が講ずる措置に係る事例その他の女性の職業生活に
おける活躍の推進に有用な情報を活用することにより、当該区域において女性の職業生活における活躍の推進
に関する取組が効果的かつ円滑に実施されるようにするため、関係機関により構成される協議会（以下「協議
会」という。）を組織することができる。 

２ 協議会を組織する関係機関は、当該地方公共団体の区域内において第二十二条第三項の規定による事務の委
託がされている場合には、当該委託を受けた者を協議会の構成員として加えるものとする。 

３ 協議会を組織する関係機関は、必要があると認めるときは、協議会に次に掲げる者を構成員として加えるこ
とができる。 
一 一般事業主の団体又はその連合団体 
二 学識経験者 
三 その他当該関係機関が必要と認める者 

４ 協議会は、関係機関及び前二項の構成員（以下この項において「関係機関等」という。）が相互の連絡を図
ることにより、女性の職業生活における活躍の推進に有用な情報を共有し、関係機関等の連携の緊密化を図る
とともに、地域の実情に応じた女性の職業生活における活躍の推進に関する取組について協議を行うものとす
る。 

５ 協議会が組織されたときは、当該地方公共団体は、内閣府令で定めるところにより、その旨を公表しなけれ
ばならない。 

（秘密保持義務） 
第二十八条 協議会の事務に従事する者又は協議会の事務に従事していた者は、正当な理由なく、協議会の事務
に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

（協議会の定める事項） 
第二十九条 前二条に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

第五章 雑則 
（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告） 
第三十条 厚生労働大臣は、この法律の施行に関し必要があると認めるときは、第八条第一項に規定する一般事
業主又は認定一般事業主若しくは特例認定一般事業主である同条第七項に規定する一般事業主に対して、報告
を求め、又は助言、指導若しくは勧告をすることができる。 

（公表） 
第三十一条 厚生労働大臣は、第二十条第一項若しくは第二項の規定による公表をせず、若しくは虚偽の公表を
した第八条第一項に規定する一般事業主又は第二十条第三項に規定する情報に関し虚偽の公表をした認定一般
事業主若しくは特例認定一般事業主である第八条第七項に規定する一般事業主に対し、前条の規定による勧告
をした場合において、当該勧告を受けた者がこれに従わなかったときは、その旨を公表することができる。 

（権限の委任） 
第三十二条 第八条、第九条、第十一条、第十二条、第十五条、第十六条、第三十条及び前条に規定する厚生労
働大臣の権限は、厚生労働省令で定めるところにより、その一部を都道府県労働局長に委任することができる。 

（政令への委任） 
第三十三条 この法律に定めるもののほか、この法律の実施のため必要な事項は、政令で定める。 

第六章 罰則 
第三十四条 第十六条第五項において準用する職業安定法第四十一条第二項の規定による業務の停止の命令に違
反して、労働者の募集に従事した者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。 

第三十五条 次の各号のいずれかに該当する者は、一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。 
一 第二十二条第四項の規定に違反して秘密を漏らした者 
二 第二十八条の規定に違反して秘密を漏らした者 

第三十六条 次の各号のいずれかに該当する者は、六月以下の懲役又は三十万円以下の罰金に処する。 
一 第十六条第四項の規定による届出をしないで、労働者の募集に従事した者 
二 第十六条第五項において準用する職業安定法第三十七条第二項の規定による指示に従わなかった者 
三 第十六条第五項において準用する職業安定法第三十九条又は第四十条の規定に違反した者 

第三十七条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。 
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一 第十条第二項（第十四条第二項において準用する場合を含む。）の規定に違反した者 
二 第十六条第五項において準用する職業安定法第五十条第一項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告を
した者 

三 第十六条第五項において準用する職業安定法第五十条第二項の規定による立入り若しくは検査を拒み、妨
げ、若しくは忌避し、又は質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の陳述をした者 

四 第十六条第五項において準用する職業安定法第五十一条第一項の規定に違反して秘密を漏らした者 
第三十八条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関
し、第三十四条、第三十六条又は前条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対し
て も、各本条の罰金刑を科する。 

第三十九条 第三十条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者は、二十万円以下の過料に処する。 
附 則 

（施行期日） 
第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、第三章（第七条を除く。）、第五章（第二十八条を除く。）
及び第六章（第三十条を除く。）の規定並びに附則第五条の規定は、平成二十八年四月一日から施行する。 

（この法律の失効） 
第二条 この法律は、平成三十八年三月三十一日限り、その効力を失う。 
２ 第二十二条第三項の規定による委託に係る事務に従事していた者の当該事務に関して知り得た秘密について
は、同条第四項の規定（同項に係る罰則を含む。）は、前項の規定にかかわらず、同項に規定する日後も、な
おその効力を有する。 

３ 協議会の事務に従事していた者の当該事務に関して知り得た秘密については、第二十八条の規定（同条に係
る罰則を含む。）は、第一項の規定にかかわらず、同項に規定する日後も、なおその効力を有する。 

４ この法律の失効前にした行為に対する罰則の適用については、この法律は、第一項の規定にかかわらず、同
項に規定する日後も、なおその効力を有する。 

（政令への委任） 
第三条 前条第二項から第四項までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定
める。 

（検討） 
第四条 政府は、この法律の施行後三年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘案し、必要がある
と認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

（社会保険労務士法の一部改正） 
第五条 社会保険労務士法（昭和四十三年法律第八十九号）の一部を次のように改正する。 
〔次のよう略〕 
（内閣府設置法の一部改正） 
第六条 内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）の一部を次のように改正する。 
〔次のよう略〕 

附 則〔平成二九年三月三一日法律第一四号抄〕 
（施行期日） 
第一条 この法律は、平成二十九年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定め
る日から施行する。 
一 第一条中雇用保険法第六十四条の次に一条を加える改正規定及び附則第三十五条の規定 公布の日 
二・三 〔略〕 
四 〔前略〕附則第二十一条、第二十二条、第二十六条から第二十八条まで及び第三十二条の規定並びに附則
第三十三条（次号に掲げる規定を除く。）の規定 平成三十年一月一日 

五 〔略〕 
（罰則に関する経過措置） 
第三十四条 この法律（附則第一条第四号に掲げる規定にあっては、当該規定）の施行前にした行為に対する罰
則の適用については、なお従前の例による。 

（その他の経過措置の政令への委任） 
第三十五条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

附 則〔令和元年六月五日法律第二四号抄〕 
（施行期日） 
第一条 この法律は、公布の日から起算して一年を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。ただ
し、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

〔令和元年一二月政令一七四号により、令和二・六・一から施行〕 
一 〔前略〕附則第六条の規定 公布の日 
二 第二条の規定 公布の日から起算して三年を超えない範囲内において政令で定める日 

〔令和元年一二月政令一七四号により、令和四・四・一から施行〕 
（罰則に関する経過措置） 
第五条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 
（政令への委任） 
第六条 この附則に定めるもののほか、この法律の施行に関して必要な経過措置は、政令で定める。 
（検討） 
第七条 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律による改正後の規定の施行の状況に
ついて検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 
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７ 水俣市男女共同参画審議会名簿 

 

任期：令和元年７月２日～令和３年７月１日 

 

Ｎｏ 氏名 所属等 備考 

１ 新井 次郎 水俣商工会議所副会頭 市長が適当と認める者 

２ 小形 美千代 水俣市地域婦人連絡協議会理事 市長が適当と認める者 

３ 佐々木 みつえ ＪＡあしきた女性部水俣支部長 市長が適当と認める者 

４ 澤田 道夫 熊本県立大学総合管理学部教授 学識経験者 

５ 田代 久子 
水俣市社会福祉協議会 

生活支援コーディネーター 
市長が適当と認める者 

６ 原嶋 恒弘 水俣公共職業安定所長 市長が適当と認める者 

７ 平尾 雅述 水俣市教育委員 市長が適当と認める者 

８ 前川 理恵子 水俣市男女共同参画地域リーダー 市長が適当と認める者 

９ 松本 周子 水俣市婦人相談員 市長が適当と認める者 

１０ 森迫 由美子 
（社）熊本県看護協会水俣芦北支部 

編集委員長                      
市長が適当と認める者 

（５０音順、敬称略） 
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８ 本市での取組状況 

1990年（平成２年） 教育委員会社会教育課に「婦人対策係」を設置 

1996年（平成８年） 
女性が抱えている問題に関する市民意識調査をH７に実施し、翌年その報告書作成 

生涯学習課の中に「文化女性係」を設置 

1999年（平成11年） 男女共同参画地域フォーラムの開催 

2000年（平成12年） 教育委員会から市長部局の総務企画部企画課に「女性国際係」として改組 

2001年（平成13年） 水俣市男女共同参画社会推進本部を設置し、庁内推進体制が整う 

2002年（平成14年） 
企画課男女共同参画推進係を設置し、男女共同参画行政をスタート 

男女共同参画社会に関する市民意識調査を実施。翌年、報告書作成 

2004年（平成16年） 

水俣市男女共同参画社会推進懇話会設置 

懇話会からの男女共同参画行政への提言：「ひとりひとりが尊重され笑顔で暮らせるまちづくり」

の提言書を提出 

2005年（平成17年） 

水俣市男女共同参画推進計画策定 

水俣市男女共同参画まちづくり条例施行 

水俣市男女共同参画審議会設置 

水俣市男女共同参画都市宣言 

熊本県男女共同参画推進事業者表彰：生活協同組合水光社 

2006年（平成18年） 
男女共同参画事業所調査 

水俣市パートナーシップウィーク 

2007年（平成19年） 

水俣市パートナーシップウィーク 

事業所トップセミナー 

女性模擬議会 

2008年（平成20年） 

男女共同参画推進係から男女共生社会推進係に改称 

水俣市パートナーシップウィーク 

男女（みんな）でいきいきセミナー 

熊本県男女共同参画推進事業者表彰：ヘアーブティック園田 

2009年（平成21年） 

水俣市パートナーシップウィーク 

第２次水俣市男女共同参画推進計画策定のための市民意識調査 

第２次水俣市男女共同参画推進計画策定 

2010年（平成22年） 水俣市パートナーシップウィーク 

2011年（平成23年） 水俣市パートナーシップウィーク 

2012年（平成24年） 水俣市パートナーシップウィーク 

2013年（平成25年） 水俣市パートナーシップウィーク 

2014年（平成26年） 
水俣市男女共同参画まちづくりに関する市民意識調査及び事業所調査 

水俣市パートナーシップウィーク 

2015年（平成27年） 
第３次水俣市男女共同参画計画策定 

水俣市男女共同参画都市宣言１０周年事業 

2016年（平成28年） 水俣市パートナーシップウィーク 

2017年（平成29年） 水俣市パートナーシップウィーク 

2018年（平成30年） 水俣市パートナーシップウィーク 

2019年（令和元年） 

水俣市パートナーシップウィーク 

水俣市男女共同参画まちづくりに関する市民意識調査及び事業所調査 

第４次水俣市男女共同参画計画策定 
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９ 世界、日本、県のこれまでの動き 

 世界（国連等） 日本 熊本県 

1975年（昭和50年） 

国際婦人年（目標：平等、発展、平和） 

国際婦人年世界会議（メキシコシティ） 

「世界行動計画」採択 

婦人問題企画推進本部設置 

婦人問題企画推進会議開催 
 

国
際
婦
人
の
十
年
（1

9
7

6

～1
9

8
5

） 

1977年 

（昭和52年） 
 

「国内行動計画」策定 

「国立女性教育会館」設置 

商工労働水産部労政課に婦人行政担当窓

口設置 

1979年 

（昭和54年） 

国連第34回総会「女子差別撤廃条約」採

択 
  

1980年 

（昭和55年） 

「国連婦人の十年」中間年世界会議（コペ

ンハーゲン） 

「国連婦人の十年後半期行動プログラム」

採択 

  

1981年 

（昭和56年） 
 「国内行動計画後期重点目標」策定  

1984年 

（昭和59年） 

「国連婦人の十年」の成果を検討し評価す

るための政界会議のためのエスキャップ

地域政府間準備会議（東京） 

  

1985年 

（昭和60年） 

「国連婦人の十年」ナイロビ世界会議（西

暦2000年に向けての）「婦人の地位向上

のためのナイロビ将来戦略」採択 

「国籍法」の改正 

「男女雇用機会均等法」の公布 

「女子差別撤廃条約」批准 

 

1986年（昭和61年）  

婦人問題企画推進本部：構成を全省庁に拡

大・拡充 

婦人問題企画推進有識者会議開催 

 

1987年（昭和62年）  
「西暦2000年に向けての新国内行動計

画」策定 
 

1988年（昭和63年）   
福祉生活部県民生活総室に婦人対策室設

置 

1990年（平成２年） 

国連婦人の地位委員会拡大会議 

国連経済社会理事会「婦人の地位向上のた

めのナイロビ将来戦略に関する第１回見

直しと評価に伴う勧告及び結論」採択 

  

1991年（平成３年）  

「西暦2000年に向けた新国内行動計画

（第１次改定）」策定 

「育児休業法」の公布 

 

1993年（平成５年） 世界人権会議（ウィーン） 
短時間労働者の雇用管理の改善等に関す

る法律（パートタイム労働法）成立 
 

1994年（平成６年） 

「開発と女性」に関する第２回アジア・太

平洋大臣会議（ジャカルタ） 

「ジャカルタ宣言及び行動計画」採択 

男女共同参画室設置 

男女共同参画審議会設置 

男女共同参画推進本部設置 

男女共同参画社会形成のための総合的指

針熊本県「ハーモニープランくまもと」策

定 

1995年（平成７年） 

第４回世界女性会議－平等、開発、平和の

ための行動（北京） 

「北京宣言及び行動綱領」採択 

「育児休業法」の改正（介護休業制度の法

制化） 
「熊本県農山漁村女性ビジョン」策定 

1996年（平成８年）  

男女共同参画推進連携会議（えがりてネッ

トワーク）発足 

「男女共同参画2000年プラン」策定 

 

1997年（平成９年）  
男女共同参画審議会設置 

「介護保険法」公布 
 

1999年（平成11年）  
「男女共同参画社会基本法」公布、施行 

「食料・農業・農村基本法」公布、施行 
 

2000年（平成12年） 

「国連ミレニアム宣言」採択 

国連特別総会「女性2000年会議」（ニュ

ーヨーク） 

「男女共同参画基本計画」策定 

「ストーカー行為等の規制等に関する法

律」施行 

環境生活部に男女共同参画課設置 

2001年（平成13年） 「ミレニアム開発目標」策定 

男女共同参画会議設置 

男女共同参画局設置 

「配偶者暴力防止法」施行 

熊本県男女共同参画計画「ハーモニープラ

ン21」策定 

「熊本県農山漁村男女共同参画推進プラ

ン」策定 

2002年（平成14年）  
アフガニスタンの女性支援に関する懇談

会開催 

熊本県男女共同参画推進条例施行 

熊本県男女共同参画審議会設置 

熊本県男女共同参画センター開設 

2003年（平成15年）  

「女性のチャレンジ支援策の推進につい

て」男女共同参画推進本部に決定 

次世代育成支援対策推進法及び少子化社

会対策基本法成立 

環境生活部に男女共同参画・パートナーシ

ップ推進課設置 
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 世界（国連等） 日本 熊本県 

2004年（平成16年）  
「女性国家公務員の採用・登用の拡大等に

ついて」男女共同参画推進本部決定 
 

2005年（平成17年） 
国連「北京＋10」世界閣僚級会合（ニュ

ーヨーク） 

男女共同参画基本計画（第２次）閣議決定 

「女性の再チャレンジ支援プラン」策定 

「熊本県配偶者等からの暴力の防止及び

被害者の保護に関する基本計画」策定 

2006年（平成18年）  
東アジア男女共同参画担当大臣会合開催 

「女性の再チャレンジ支援プラン」改定 

「第2次熊本県男女共同参画計画」（ハー

モニープランくまもと21）策定 

「熊本県農山漁村男女共同参画推進プラ

ンⅡ～ステップアッププラン～」策定 

2007年（平成19年）  

「子どもと家族を応援する日本」重点戦略

とりまとめ 

「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バ

ランス）憲章」及び「仕事と生活の調和推

進のための行動指針」策定 

 

2008年（平成20年）  
「女性の参画加速プログラム」男女共同参

画推進本部決定 

「熊本県配偶者等からの暴力の防止及び

被害者の保護に関する基本計画（第2次）」

策定 

2009年（平成21年）  「育児・介護休業法」改正  

2010年（平成22年） 
国連「北京＋15」記念会合（ニューヨー

ク） 

APEC第15回女性リーダーズネットワー

ク（WLN）会合 

「第３次男女共同参画基本計画」策定 

 

2011年（平成23年） 

「ジェンダー平等と女性のエンパワーメ

ントのための国連機関（UN Women）」

正式発足 

 

熊本県男女共同参画計画「ハーモニープラ

ン21（第３次）」策定 

環境生活部に男女参画・協働推進課設置 

2012年（平成24年） 

第56回国連婦人の地位委員会「自然災害

におけるジェンダー平等と女性のエンパ

ワーメント」決議案採択 

「女性の活躍促進による経済活性化行動

計画」策定 
女性総合支援事業開始 

2013年（平成25年）  

若者・女性活躍推進フォーラムの開催、提

言 

「配偶者暴力防止法」改正 

「日本再興戦略」（平成25年6月14日閣

議決定）の中核に「女性の活躍推進」が位

置付けられる 

 

2014年（平成26年） 
HeForShe（ジェンダー平等のための連帯

キャンペーン）発表 

「日本再興戦略」改訂2014に「『女性が

輝く社会』の実現」が掲げられる 
「熊本県女性の社会参画加速化戦略」策定 

2015年（平成27年） 

第3回国連防災世界会議（仙台）「仙台防

災枠組」採択 

UN Women 日本事務所開設 

国連サミット「持続可能な開発のための

2030アジェンダ」（SDGｓ）採択 

「女性活躍推進法」公布 

第4次男女共同参画計画」閣議決定 

安保理決議1325号等の履行に関する「女

性・平和・安全保障に関する行動計画」策

定 

「熊本県配偶者からの暴力の防止及び被

害者の保護等に関する基本計画（第３次）」

策定 

「熊本県女性の活躍推進計画」策定 

2016年（平成28年）  

「女性の活躍推進のための開発戦略」策定 

「育児・介護休業法」及び「男女雇用機会

均等法」等の改正 

G7伊勢・志摩サミット「女性の能力開花

のためのG7行動指針」及び「女性の理系

キャリア促進のためのイニシアティブ

（WINDS）」に合意 

「第4次熊本県男女共同参画計画」策定

「熊本県女性の活躍推進計画」策定 

2017年（平成29年） 

第61回女性の地位委員会「変化する仕事

の世界における女性の経済的エンパワー

メント」採択 

おとう飯始めようキャンペーン開始  

2018年（平成30年）  

「政治分野における男女共同参画推進法」

公布・施行 

「セクシュアル・ハラスメント対策の強化

について～メディア・行政間での事案発生

を受けての緊急対策～」の策定 

「女性活躍推進法」改正 

男女共同参画センター業務を指定管理者

へ一部委託 

2019年（令和元年） 
UN Womenがロヒンギャに多目的女性

センターを設置 
「女性活躍推進法」改正 Higo ROCKa AWARDを開催 
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第４次水俣市男女共同参画計画 

男女（みんな）いきいき・共に輝くまち 
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